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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第51期

中間連結会計期間
第52期

中間連結会計期間
第51期

会計期間

自2025年
　１月１日
至2025年
　６月30日

自2026年
　１月１日
至2026年
　６月30日

自2025年
　１月１日
至2025年
　12月31日

売上高 （千円） 1,080,884 645,661 2,010,798

経常損益（△は損失） （千円） △275,804 △275,305 △1,475,884

親会社株主に帰属する中間（当

期）純損益（△は損失）
（千円） △276,194 △287,427 △3,080,720

中間包括利益又は包括利益 （千円） △276,119 △288,632 △3,080,123

純資産額 （千円） 3,540,739 1,004,189 736,730

総資産額 （千円） 4,362,850 1,895,085 1,820,173

１株当たり中間（当期）純損益金

額（△は損失）
（円） △5.76 △5.80 △64.21

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 80.7 51.5 39.3

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 227,704 △220,897 △225,925

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △487,566 △69,483 △451,252

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △155,255 411,881 134,381

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 224,813 218,623 97,124

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

（当期）純損失金額のため記載しておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社倉元製作所(E01205)

半期報告書

 2/31



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
　当中間連結会計期間において、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更
があった事項は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、半期報告書提出日現在において、当社が判断したものであります。

 
継続企業の前提に関する重要事象等
　当社グループでは、前連結会計年度において、営業損失1,424百万円、経常損失1,475百万円、親会社株主に帰属
する当期純損失3,080百万円を計上致しました。当中間連結会計期間においては、営業損失224百万円、経常損失
275百万円、親会社株主に帰属する中間純損失287百万円を計上致しました。また、再生フェーズから再成長フェー
ズへの転換に向けた資金調達等の課題に目途が付くまで引き続き事業再生計画の実施途上にあります。これらの状
況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社グループは当該状況を解消し、収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策を実施しております。

①財務基盤の改善

　当社グループは、新規事業の立ち上げに伴い、再生フェーズから再成長フェーズへの転換に向けた新たな資金

需要が発生しており、新たな資金調達の検討、財務基盤の改善を進めております。2026年３月13日開催及び2026

年６月15日開催の当社取締役会にて決議いたしました第三者割当による新株式を発行し、2026年４月１日に200

百万円、2026年７月１日に400百万円の払込みを受けました。当社グループは、これらの対応により、財務基盤

の更なる改善に取り組んでまいります。

②事業上の改善

イ．売上高の改善

　営業力の強化、新規顧客獲得、技術力の強化、経営資源活用による新規事業の構築等を実施してまいりま

す。

ロ．収益力の改善

　既存技術のブラッシュアップ・経営資源活用による新規案件（切断、研磨技術を活用した精密加工事業の新

規市場への参入他）の収益化、原価低減・電力費削減などの全社コスト削減を実施してまいります。

ハ．企業力の向上

　PDCAサイクルの確立、人事システムの運用見直しによる従業員のモチベーションとパフォーマンス向上、計

画のモニタリング・プロジェクト管理の強化等を実施してまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社グループの中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を中間連結財務諸表には反映しておりません。
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２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

　当中間連結会計期間（2026年１月１日～2026年６月30日）におけるわが国経済は、緩やかに回復している状況

で推移いたしました。また、先行きにつきましては、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を

支えることが期待されますが、中東情勢の影響を引き続き注視する必要があり、また、金融資本市場の変動の影

響等に注意する必要があるとされております。

　このような環境の中、当中間連結会計期間の売上高は645百万円（前年同期比40.3％減）に、営業損失は224百

万円（前年同期は営業損失242百万円）に、経常損失は275百万円（前年同期は経常損失275百万円）に、親会社

株主に帰属する中間純損失は287百万円（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失276百万円）となりまし

た。

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①基板事業

　売上高は360百万円（前年同期比13.3％増）となりました。セグメント利益は、47百万円（前年同期比10.4％

増）となりました。

②半導体加工事業

　売上高は47百万円（前年同期比72.3％減）となりました。セグメント損失は、７百万円（前年同期はセグメン

ト損失６百万円）となりました。

③不動産賃貸事業

　売上高は55百万円（前年同期比24.3％増）となりました。セグメント利益は、45百万円（前年同期比33.4％

増）となりました。

④業務用支援ロボット事業

　売上高は144百万円（前年同期比72.2％減）となりました。セグメント損失は、206百万円（前年同期はセグメ

ント損失183百万円）となりました。

⑤その他事業

　その他事業は派遣事業等でありますが、売上高は37百万円（前年同期比50.2％増）となりました。セグメント

利益は、８百万円（前年同期比39.2％増）となりました。

 

（２）財政状態の分析

　当中間連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べて74百万円増加し、1,895百万円となりました。

　流動資産は、現金及び預金増加等により127百万円増加し、671百万円に、固定資産は、建設仮勘定が増加した

一方、減価償却費を計上したこと等により52百万円減少し、1,223百万円となりました。

　負債は、借入金の返済等により192百万円減少し、890百万円となりました。

　純資産は、親会社株主に帰属する中間純損失の計上の一方、新株式発行等により267百万円増加し、1,004百万

円となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は218百万円となり、前連結

会計年度末に比べ121百万円の増加となりました。

 

　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は220百万円（前年同期は227百万円の獲得）となりました。これは主に営業損失

を計上したこと等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は69百万円（前年同期は487百万円の使用）となりました。これは主に有形固定

資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は411百万円（前年同期は155百万円の使用）となりました。これは主に借入金の

返済の一方、株式の発行による収入等によるものです。

 

（４）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更はあり

ません。

 

（５）研究開発活動

　該当事項はありません。
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３【重要な契約等】

　当社及び連結子会社であるＫＵＲＡＭＯＴＯペロブスカイト株式会社（以下「本子会社」といいます。）は、2026

年６月19日開催の取締役会において、本子会社が推進するペロブスカイト太陽電池事業（以下「本事業」といいま

す。）に関し、事業提携及び合弁事業化に向けて協議中である广东聚石化学股份有限公司（Polyrocks Chemical

Co., Ltd.、以下「聚石化学」といいます。）の完全子会社である聚石化學（香港）有限公司（Polyrocks Chemical

(Hong Kong) Limited、以下「聚石化学香港」といいます。）との間で、「ペロブスカイト太陽電池プロジェクト投

資枠組み協定書」（以下「本協定書」といいます。）を締結することを決議し、同日付けで当社、本子会社及び聚石

化学香港の三者間で本協定書を締結いたしました。

　協定に関する内容等は次のとおりであります。

(1）本協定書締結の概要

（1）契約締結日 2026年６月19日

（2）契約当事者

甲：聚石化學（香港）有限公司（Polyrocks Chemical (Hong Kong) Limited）

乙：ＫＵＲＡＭＯＴＯペロブスカイト株式会社（当社100％連結子会社）

丙：株式会社倉元製作所

（3）目的

本事業に関する正式契約の締結に向けた協議を開始することを前提として、聚石化学香港

が本子会社に対し本前受金を先行して支払うこと、並びに本前受金の性質、管理、返還及

び今後の協議手続を確認するものです。

（4）前受金の金額 米ドル300,000ドル（円換算額：47百万円、換算レート：1米ドル＝159.175円）

（5）支払日 2026年６月15日に受領済

（6）送金者
聚石化學（香港）有限公司（Polyrocks Chemical (Hong Kong) Limited）

※广东聚石化学股份有限公司（Polyrocks Chemical Co., Ltd.）の完全子会社

（7）本前受金の性

質

本事業に係る正式契約締結に向けた協議を前提とする前受金です。正式契約に基づく出資

金、増資払込金、株式引受代金、貸付金、社債その他これらに類する金銭ではありませ

ん。

（8）本前受金の管

理

本子会社において仮受金その他適切な負債科目として処理し、正式契約の締結又は当社取

締役会における本前受金の使用に関する決定がなされるまで、銀行預金により管理する予

定です。

（9）正式契約に向

けた協議

本子会社への資本参加、資本構成、出資比率、払込金額、本前受金の取扱い、株主間の権

利義務、機関設計、事業計画、その他本事業に必要な事項について、誠実に協議します。

（10）正式契約締結

の前提条件

出資条件、ガバナンス、事業計画、役割分担その他重要条件の合意、当社取締役会その他

必要な機関決定、聚石化学グループ側の中国法・香港法上の手続、ODI（対外直接投資）・

外貨管理・証券取引所規則上の手続、日本の外為法、会社法、金融商品取引法、証券取引

所規則その他適用法令上必要な手続、各当事者のデュー・ディリジェンス完了等を前提と

します。

（11）協議期限の目

途

2026年８月31日（協議期限日）を目途として、正式契約の締結可否及び本前受金の取扱い

に関する方針を定めるべく協議します。ただし、各当事者が書面により合意した場合、当

該期限を延長することができます。

当社は、協議期限日までの期間、本子会社の増資、資産譲渡または合弁協力等、本プロ

ジェクトと実質的な競合関係を有する事項について、いかなる第三者とも接触、交渉また

は関連契約の締結を行ってはならないと規定されています。

（12）協議不成立時

の取扱い

正式契約の締結に至らない場合等には、各当事者は協議を終了することができます。本前

受金が未使用の銀行預金として管理されている場合、本子会社は、聚石化学香港の書面に

よる返還請求を受領した日から20営業日以内を目途に、本前受金と同額の米ドルを返還し

ます。ただし、外国為替、銀行実務、マネー・ローンダリング防止確認、制裁規制確認そ

の他金融機関又は関係当局の手続により20営業日以内の返還が困難な場合には、当該手続

の完了後速やかに返還するものとされています。

（13）独占性

本協定書は、聚石化学香港に対し、本事業又は本子会社に関する包括的又は無制限の独占

交渉権を付与するものではありません。ただし、一定期間、聚石化学香港との協議を不当

に害する目的で、本子会社の支配権の移転、本子会社の株式の過半数に相当する新株発行

又は本事業の主要資産の全部若しくは実質的全部の譲渡について、聚石化学香港との協議

と実質的に競合する第三者との間で最終的な法的拘束力を有する契約を締結しないことと

されています。

（14）準拠法・管轄
中国香港法もしくは日本法を準拠法とします。ただし、両者の協議が成立しない場合は、

香港国際仲裁センター（HKIAC）規則に従い、仲裁により解決することとされています。

 
 

EDINET提出書類

株式会社倉元製作所(E01205)

半期報告書

 5/31



(2）本協定書締結の背景及び目的

　当社は、2024年８月７日付「新たな事業の開始に関するお知らせ」において、本事業を新たな事業として開始する

旨を公表し、ペロブスカイト太陽電池の量産に向けた設備導入及び製造体制の構築を進めてまいりました。

　また、2025年10月17日付「新株式発行及び新株予約権（第３回・第４回）発行による調達資金の資金使途及び支出

予定時期の変更並びにペロブスカイト太陽電池事業の進捗に関するお知らせ」（以下「2025年10月17日付開示」とい

います。）において公表したとおり、当社は、ペロブスカイト太陽電池のガラス・フィルム型両用プラント（生産能

力：年産1MW）に係る設備投資を進めております。

　2025年10月17日付開示においては、当該設備投資の資金総額は998百万円（輸入消費税102百万円を含めると1,100

百万円）であり、また、現有インフラ設備の増設又は追加に必要な設備投資額は82百万円であること、同日時点で第

３回新株予約権の権利行使の遅れにより106百万円の調達が未了であること、一部設備の到着遅れに伴う支払いスケ

ジュールの延期が生じていること、これらにより製造計画及び当社連結業績に与える影響を精査中であることをお知

らせしておりました。

　さらに、2025年12月５日付「会社分割（簡易新設分割）による子会社設立に関するお知らせ」においてお知らせし

ましたとおり、当社は、本事業を迅速に立ち上げるべく、本事業に対して投資意向のある他企業との資本提携によ

り、本事業に必要な資金を本子会社にて調達することを目的として、本事業を会社分割（簡易新設分割）により新た

に設立した本子会社に承継いたしました。

　本事業の本格的な量産体制の構築及び事業化には、今後も追加的な資金、技術・製造ノウハウ、販売・調達ネット

ワーク等の経営資源が必要となることから、当社は、複数の事業パートナーとの協業可能性を検討してまいりまし

た。

　当社は、上述の資金調達の遅れ等から、本事業の進捗が遅れていたため、これを打開するため、2025年１月に、当

社の代表取締役社長（2025年１月当時）が、当社のペロブスカイト太陽電池量産設備の購入先である極電光能より、

極電光能の取引先である聚石化学の紹介を受けて、聚石化学との事業提携及び資本提携の交渉を開始しました。

　聚石化学は、機能性プラスチック材料、無ハロゲン難燃剤、リン化学品、機能性高分子材料等の化学新材料の研究

開発・製造・販売を主たる事業とする中国上場企業であり、近年、同社の新材料分野において柔軟型ペロブスカイト

太陽電池の研究開発及び事業化を進めております。同社は、ペロブスカイト太陽電池に関して、材料配合、封止、柔

軟モジュール化等の技術開発を進めており、当社といたしましては、日本国内における量産体制の構築、品質管理、

国内市場開拓等において同社との相互補完関係が期待できることから、本事業における事業提携及び合弁事業のパー

トナー候補先として、2025年10月より同社との間で協議が本格的にスタートいたしました。

　そして、当社は、2025年10月17日に、聚石化学より、総額12億円の法的拘束力のない出資意向表明書の提示を受け

ました。当社は、この提示を受けて、2025年11月３日に、聚石化学に対し、本子会社の資本振替（DES）を前提とし

た米ドル100万ドルの借入（ブリッジローン）と総額6000万人民元（約12億円。借入金を含む）の出資を前提とした

本事業の共同事業提案を行いました。

　その後、2026年６月19日に至るまで、聚石化学との間で、出資条件、スケジュールについて交渉が続いておりまし

たが、聚石化学が、後述するとおり、2026年１月から２月にかけて中国証券監督管理委員会広東監管局による行政処

分決定及び上海証券取引所による公開譴責決定を受けたことにより、当社からの複数回の資金拠出スケジュールの確

定要請に対して、スケジュールが確定できない状況が続いておりました。

　そして、今回、当社及び本子会社との契約が何ら行われていない状況で、聚石化学香港より、本前受金の着金が本

子会社で確認できたことから、今後、聚石化学との正式契約の交渉に向けて、本協定書を締結することといたしまし

た。

　本協定書の締結は、正式契約に向けた協議を具体化する過程において、聚石化学グループによる本事業への資金面

での協力意思及び正式契約に向けた協議枠組みを確認するものです。もっとも、本協定書は正式契約ではなく、聚石

化学グループによる本子会社への出資実行、本前受金の増資払込金又は出資金への充当・振替、合弁事業化、事業計

画、量産化又は収益化を保証するものではありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 153,800,000

計 153,800,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発

行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2026年８月７日）

上場金融商品取引所名又は登録
認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 51,164,275 54,642,075
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 51,164,275 54,642,075 － －

（注）提出日現在発行数には、2025年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2026年３月13日

新株予約権の数（個）※ 32,777

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）※ －

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式 3,277,700

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 565,960,459

新株予約権の行使期間 ※ 自 2026年４月２日 至 2031年４月１日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格        172.67

資本組入額      86.335

新株予約権の行使の条件 ※ 各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項 ※
本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を

要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項 ※
－

※ 新株予約権の発行時（2026年４月１日）における内容を記載しております。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年１月１日～

2026年６月30日

（注１）

111,200 48,870,007 79,918 214,571 79,918 134,571

2026年４月１日

（注２）
2,294,200 51,164,275 195,007 409,578 195,007 329,578

　(注１)　新株予約権の行使による増加であります。

　(注２)　有償第三者割当

発行価格          170円

資本組入額         85円

割当先 ニューセンチュリー有限責任事業組合、那須マテリアル株式会社、abc株式会社

　(注３)　2025年３月27日に開示しました「新株式発行及び新株予約権発行による調達資金の資金使途及び支出時期の変

更に関するお知らせ」にて2024年９月19日付で提出した有価証券届出書及び有価証券届出書の訂正届出書に記載

した「新規発行による手取金の使途」について資金使途を変更しています。変更内容は下記のとおりです。（変

更箇所は下線で示しております。）

 

①変更の理由

　「2024年８月７日付有価証券届出書」にて輸入消費税を運転資金から拠出する予定でおりましたが、輸入消費

税は設備投資に伴う支出であることから、運転資金として充当した輸入消費税102百万円の使途を「ペロブスカ

イト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントの設備投資（輸入消費税）」に、支出予定時期を2024年９月～

2025年３月にそれぞれ変更いたします。また、ペロブスカイト太陽電池への設備投資の一部設備の到着が遅れ、

支出時期も遅れる見通しとなったことから、支出予定時期を変更いたします。

 

②変更の内容

イ．2024年８月７日付有価証券届出書

〈変更前〉

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．金融債務の一括弁済金 139百万円 2024年12月

ｂ．ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントへ

の設備投資
389百万円 2024年９月～2025年12月

ｃ．ペロブスカイト太陽電池製造のための現有設備増設投資 82百万円 2024年９月～2025年12月

ｄ．ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントの

運転資金
187百万円 2024年９月～2025年６月

合計 797百万円  
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〈変更後〉

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．金融債務の一括弁済金 139百万円 2024年12月

ｂ．ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントへ

の設備投資
389百万円 2024年９月～2025年12月

ｂ. 2ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラント

の設備投資（輸入消費税）
102百万円 2024年９月～2025年３月

ｃ．ペロブスカイト太陽電池製造のための現有設備増設投資 82百万円 2024年９月～2025年12月

ｄ．ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントの

運転資金
85百万円 2024年９月～2025年12月

合計 797百万円  

 

ロ．2024年９月19日付有価証券届出書の訂正届出書

〈変更前〉

＜第３回新株予約権の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ｃ．新規事業への設備投資 119百万円 2024年６月～2029年４月

ｄ．ペロブスカイト太陽電池への設備投資 106百万円 2024年11月～2025年３月

ｅ．新規事業推進のための事業買収資金 282百万円 2024年６月～2029年４月

合計 507百万円  

〈変更後〉

＜第３回新株予約権の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ｃ．新規事業への設備投資 119百万円 2024年６月～2029年４月

ｄ．ペロブスカイト太陽電池への設備投資 106百万円 2024年11月～2025年12月

ｅ．新規事業推進のための事業買収資金 282百万円 2024年６月～2029年４月

合計 507百万円  

 
ハ．2024年９月19日付有価証券届出書

〈変更前〉

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資

残金）
394百万円 2024年10月～2025年２月

合計 394百万円  

＜第４回新株予約権の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ｂ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資

残金）

 29百万円 2024年11月～2025年２月

 80百万円 2024年11月～2025年３月

 計109百万円  

合計 109百万円  
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〈変更後〉

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資

残金）
394百万円 2024年10月～2025年12月

合計 394百万円  

＜第４回新株予約権の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ｂ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資

残金）

 29百万円 2024年11月～2025年12月

 80百万円 2024年11月～2025年12月

 計109百万円  

合計 109百万円  

 

　(注４)　2025年10月17日に開示しました「新株式発行及び新株予約権（第３回・第４回）発行による調達資金の資金使

途及び支出予定時期の変更並びにペロブスカイト太陽電池事業の進捗に関するお知らせ」にて2024年９月19日付

で提出した有価証券届出書及び有価証券届出書の訂正届出書に記載した「新規発行による手取金の使途」につい

て資金使途を変更しています。変更内容は下記のとおりです。（変更箇所は下線で示しております。）

 

①変更の理由

イ．2024年８月７日付有価証券届出書

　2025年３月27日付「新株式発行及び新株予約権発行による調達資金の資金使途及び支出時期の変更に関す

るお知らせ」開示時点において、「ｄ．ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントの運転

資金」の資金として85百万円を2024年９月～2025年12月に支出する予定としておりましたが、業績の低迷に

より営業キャッシュ・フローの赤字が継続したため、今後受注の増加が見込まれる基板事業の原材料である

「ガラス基板の調達資金」に、支出予定時期を2025年９月～2025年12月にそれぞれ変更いたします。

ロ．2024年９月19日付有価証券届出書の訂正届出書

　2025年３月27日付「新株式発行及び新株予約権発行による調達資金の資金使途及び支出時期の変更に関す

るお知らせ」開示時点において、「ｄ．ペロブスカイト太陽電池への設備投資」の資金として106百万円を

2024年11月～2025年12月を支出する予定としておりましたが、第３回新株予約権の行使が遅れていることに

伴い、予定していたペロブスカイト太陽電池への設備投資が後ろ倒しとなる見込みとなったため、支出予定

時期を2024年11月～2026年12月に変更いたします。

ハ．2024年９月19日付有価証券届出書の訂正届出書

　2025年３月27日付「新株式発行及び新株予約権発行による調達資金の資金使途及び支出時期の変更に関す

るお知らせ」開示時点において、「ｂ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資残

金）」に記載のとおり設備投資（本設備投資残金）として109百万円を2024年11月～2025年12月に支出する

予定としておりましたが、支払スケジュールが確定したことに伴い、支出予定時期を2024年11月～2026年２

月に変更いたします。
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②変更の内容

イ．2024年８月７日付有価証券届出書

〈変更前〉

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．金融債務の一括弁済金 139百万円 2024年12月

ｂ．ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントへ
の設備投資

389百万円 2024年９月～2025年12月

ｂ. 2ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラント
の設備投資（輸入消費税）

102百万円 2024年９月～2025年３月

ｃ．ペロブスカイト太陽電池製造のための現有設備増設投資 82百万円 2024年９月～2025年12月

ｄ．ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントの
運転資金

85百万円 2024年９月～2025年12月

合計 797百万円  

〈変更後〉

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．金融債務の一括弁済金 139百万円 2024年12月

ｂ．ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラントへ
の設備投資

389百万円 2024年９月～2025年12月

ｂ. 2ペロブスカイト太陽電池のガラス、フィルム型両用プラント
の設備投資（輸入消費税）

102百万円 2024年９月～2025年３月

ｃ．ペロブスカイト太陽電池製造のための現有設備増設投資 82百万円 2024年９月～2025年12月

ｄ．ガラス基板の調達資金 85百万円 2025年９月～2025年12月

合計 797百万円  

 
ロ．2024年９月19日付有価証券届出書の訂正届出書

〈変更前〉

＜第３回新株予約権の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ｃ．新規事業への設備投資 119百万円 2024年６月～2029年４月

ｄ．ペロブスカイト太陽電池への設備投資 106百万円 2024年11月～2025年12月

ｅ．新規事業推進のための事業買収資金 282百万円 2024年６月～2029年４月

合計 507百万円  

〈変更後〉

＜第３回新株予約権の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ｃ．新規事業への設備投資 119百万円 2024年６月～2029年４月

ｄ．ペロブスカイト太陽電池への設備投資 106百万円 2024年11月～2026年12月

ｅ．新規事業推進のための事業買収資金 282百万円 2024年６月～2029年４月

合計 507百万円  
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ハ．2024年９月19日付有価証券届出書

〈変更前〉

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資

残金）
394百万円 2024年10月～2025年２月

合計 394百万円  

＜第４回新株予約権の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ｂ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資

残金）

 29百万円 2024年11月～2025年12月

 80百万円 2024年11月～2025年12月

 計109百万円  

合計 109百万円  

〈変更後〉

＜本新株式の発行により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資

残金）
394百万円 2024年10月～2025年12月

合計 394百万円  

＜第４回新株予約権の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ｂ．ペロブスカイト太陽電池の製造設備への設備投資（本設備投資

残金）

 29百万円 2024年11月～2026年２月

 80百万円 2024年11月～2026年２月

 計109百万円  

合計 109百万円  
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　(注５)　2026年３月13日に開示しました「新株予約権（第５回～第８回）発行による調達資金の資金使途及び支出時期

変更に関するお知らせ」にて2025年３月31日付で提出した有価証券届出書に記載した「新規発行による手取金の

使途」について資金使途及び支出予定時期を変更しています。変更内容は下記のとおりです。（変更箇所は下線

で示しております。）

 

①変更の理由

　2025年３月31日付「第三者割当てによる新株予約権発行に関するお知らせ」にて、第５回新株予約権、第６回

新株予約権、第７回新株予約権及び第８回新株予約権（以下、「一連の新株予約権証券」といいます。）の発行

並びに行使により調達する資金の具体的な使途について、支出予定時期を概ね2025年４月から2027年12月に設定

しながら、資金調達予定総額2,104百万円をそれぞれ、ペロブスカイト太陽電池事業に768百万円、ロボット事業

に686百万円、新規事業（ＥＣ（電子商取引）事業、ＡＩ高速カメラ事業、電子調光事業及び太陽光パネルリサ

イクル事業）に397百万円及び2019年12月の競争力強化法に基づく事業再生ADR手続の申し立てと2020年３月の同

手続の成立に基づいたADR債務の繰り上げ弁済に252百万円を支出する予定としておりました。

　しかしながら、一連の新株予約権証券のいずれも行使価額固定型の新株予約権であるなかで、このうち第６

回、第７回及び第８回の新株予約権は、当社の株価が行使価額（第５回新株予約権の１株あたりの行使価額は

225円、第６回新株予約権は同275円、第７回新株予約権は同325円及び第８回新株予約権は同375円）を下回って

いるため、現時点で行使された株数はございません。

　また、一連の新株予約権証券のうち第５回新株予約権についても、当社株価が2026年１月下旬から２月上旬に

掛けての一定期間において行使価額225円を上回る水準で推移し、売買高も膨らんだことは事実ですが、当社で

はこれについてペロブスカイト太陽電池事業が材料視された一時的な株価上昇であったと考えており、その後、

当社株価は225円を下回る水準で推移したことから割当予定先11名における権利行使が当初見込みどおりに進行

せず、資金調達予定総額2,104百万円に対して現時点で僅か38百万円しか調達できておりません。このため、ロ

ボット事業については、子会社において事業の立ち上げはできているものの新機種の導入や日本国内での製造受

託事業は進んでおりません。また、ペロブスカイト太陽電池事業をはじめ、ＥＣ（電子商取引）事業、ＡＩ高速

カメラ事業、電子調光事業、太陽光パネルリサイクル事業の各事業の立ち上げができない状況にあります。

　当社では、ADR残債務が本日2026年３月13日現在で112百万円にまで縮小しているなかで、想定どおりに一連の

新株予約権証券の権利行使及びそれに伴う資金調達が進んでいないため、本日2026年３月13日付「第三者割当に

よる新株式発行（現物出資（デット・エクイティ・スワップ）および金銭出資）及び新株予約権発行に関するお

知らせ」にてお知らせしているとおり、ADR残債務を早期に完済して再生プロセスを終了させることで新規事業

の立ち上げに伴う増加運転資金の確保及び必要資金の調達源泉として今後の間接金融を有効に機能させることを

目的として、2026年４月１日に発行する第９回新株予約権の調達資金の一部でADR残債務112百万円の繰り上げ弁

済を実施することとしました。

　また、当社では、一連の新株予約権証券の発行に伴う資金調達予定総額2,104百万円に対して現時点で僅か38

百万円しか調達できていない状況の中で2025年12月５日付け「会社分割（簡易新設分割）による子会社設立に関

するお知らせ」及び2026年３月13日付「第三者割当による新株式発行（現物出資（デット・エクイティ・スワッ

プ）及び金銭出資）及び新株予約権発行に関するお知らせ」にてお知らせしたとおり、2025年12月15日に新設会

社分割により100%子会社（ＫＵＲＡＭＯＴＯペロブスカイト株式会社）を設立し、ペロブスカイト太陽電池事業

を当該子会社に移管しました。現在、本事業に対して投資意向のある他企業との資本提携の交渉を進めており

（具体的な資金調達の時期、金額、割当先等は現時点では未定）、今後、資本提携が実現すれば、本事業に必要

な資金を当該子会社にて調達する予定です。

　当該子会社における資本提携候補先との交渉は、現時点で合意に至っておりませんが、仮に当該資本提携候補

先との資本提携が実現する場合、年産12MWの組み立てラインを新たに増設する予定で、この増設には、現時点で

J-BOX取付装置、IVトレーサー、耐電圧試験機、ガラス型フィルム型量産関連機器及び工場改修工事で合計268百

万円の追加設備投資が必要になるものと見込んでおります。

　12MWの組み立てラインを増設する理由は、現在進めている1MWの生産ラインは、現時点で稼働しておりません

が、見込まれる量産効果は低く、単独では採算ベースに乗せることが困難であるため、当社の量産技術を確立

後、前工程の製造を外部企業に委託し（委託先については、現在、複数の会社と協議中ですが、具体的な委託時

期、条件等は未定です）、後工程を当社が行うことで、少ない投資で供給力拡大を図り、生産性及び収益性を向

上させることが可能になるためです。

　そのため、今回、一連の新株予約権証券の調達資金の資金使途のうちADR債務弁済（繰り上げ弁済）に充当予

定であった252百万円についてペロブスカイト太陽電池の追加的な設備投資への充当に変更することといたしま

す。なお、この追加的な設備投資は、子会社であるＫＵＲＡＭＯＴＯペロブスカイト株式会社にて行うため、当

社の調達した資金は、出資等により子会社に拠出して充当します。

　併せて、一連の新株予約権証券の発行による当初予定の資金調達が完了していない中で、ペロブスカイト太陽

電池事業に関して当初計画した１MWの量産ラインの稼働のためには、設備投資及び運転資金の投入は必須である

こと、ロボット事業に関して今後の当社での製造受託の拡大のための運転資金の確保と市場での競争優位性を確

保するために研究開発は必須であること、新規事業のうちＥＣ（電子商取引）事業に関して現時点で事業の開始

に必要な資金を投入できていないため立ち上げには当初予定した資金の投入が必要であること、ＡＩ高速カメラ

事業に関して今後の本格的な販売に備えて市場調査費用、営業費用、一般管理費等の支出が必要になることか

ら、事業立ち上げに必要な資金を調達しすみやかに事業へ投入することが必要となりますが、現時点では、①当

社の株価が低迷しているために、上記の各事業に必要な資金を確保するための資金調達がうまく進んでいないこ

と、②当初の資金調達予定時期に、当社の株価が一連の新株予約権証券の行使価額を上回る時期の見通しが立た

ないため、支出予定時期を暫定的に後ろ倒しすることにしたことから、支出予定時期をそれぞれ変更いたしま

す。
②変更の内容

〈変更前〉
＜一連の新株予約権証券の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞
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具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．ペロブスカイト太陽電池事業　　設備投資 615百万円 2025年４月～2025年12月

ｂ．ペロブスカイト太陽電池事業　　運転資金 152百万円 2025年７月～2026年３月

 計768百万円  

ｃ．ロボット事業　　　　　　　　　運転資金 330百万円 2025年４月～2025年９月

ｄ．ロボット事業　　　　　　　　　研究開発資金 356百万円 2025年９月～2026年６月

 計686百万円  

（新規事業）   

ｅ．ＥＣ（電子商取引）事業　　　　運転資金 100百万円 2025年７月～2026年６月

ｆ．AI高速カメラ事業　　　　　　　設備＆運転資金 98百万円 2025年７月～2025年12月

ｇ．電子調光事業　　　　　　　　　設備＆運転資金 99百万円 2025年７月～2027年12月

ｈ．太陽光パネルリサイクル事業　　合弁会社設立 100百万円 2025年７月～2026年12月

 計397百万円  

ｉ．ＡＤＲ債務弁済　　　　　　　　繰り上げ弁済 252百万円 2025年５月～2026年12月

合計 2,104百万円  

〈変更後〉
＜一連の新株予約権証券の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．ペロブスカイト太陽電池事業　　設備投資 615百万円 2025年４月～2027年12月

ｂ．ペロブスカイト太陽電池事業　　運転資金 152百万円 2025年７月～2026年12月

 計768百万円  

ｃ．ロボット事業　　　　　　　　　運転資金 330百万円 2025年４月～2027年12月

ｄ．ロボット事業　　　　　　　　　研究開発資金 356百万円 2025年９月～2026年12月

 計686百万円  

（新規事業）   

ｅ．ＥＣ（電子商取引）事業　　　　運転資金 100百万円 2025年７月～2027年12月

ｆ．AI高速カメラ事業　　　　　　　設備＆運転資金 98百万円 2025年７月～2027年12月

ｇ．電子調光事業　　　　　　　　　設備＆運転資金 99百万円 2025年７月～2027年12月

ｈ．太陽光パネルリサイクル事業　　合弁会社設立 100百万円 2025年７月～2026年12月

 計397百万円  

ｉ．ペロブスカイト太陽電池事業　　設備投資 252百万円 2027年１月～2027年12月

合計 2,104百万円  
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　(注６)　2026年６月15日に開示しました「新株予約権（第５回～第７回）発行による調達資金の資金使途の変更に関す
るお知らせ」にて2025年３月31日付で提出した有価証券届出書に記載した「新規発行による手取金の使途」につ
いて資金使途を変更しています。変更内容は下記のとおりです。（変更箇所は下線で示しております。）

 
①変更の理由
　当社が2026年６月15日に公表しております「第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」及び「第８回新
株予約権の取得及び消却に関するお知らせ」に記載のとおり、本新株式の発行により第８回新株予約権を取得及
び消却することといたしました。
　これに伴いまして、2026年３月13日付「新株予約権（第５回～第８回）発行による調達資金の資金使途及び支
出時期変更に関するお知らせ」にてお知らせしました一連の新株予約権証券の調達資金の資金使途を、以下のと
おり、変更いたします。
　第８回新株予約権の取得及び消却に伴って525百万円の調達見込みが無くなることとなりますが、これについ
ては「第三者割当による新株式発行に関するお知らせ」でも開示しているとおり、2025年４月18日の発行当初の
資金使途として想定していた各事業の優先順位、ロボット事業における研究開発の必要性及び今回のトイレ掃除
ロボットの運転資金の確保状況を踏まえ、ロボット事業の運転資金330百万円の減額（330百万円→０百万円）及
びロボット事業の研究開発資金195百万円の減額（356百万円→161百万円）にて対応いたします。
 
②変更の内容

〈変更前〉
＜第５回～第８回新株予約権証券の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．ペロブスカイト太陽電池事業　　設備投資 615百万円 2025年４月～2027年12月

ｂ．ペロブスカイト太陽電池事業　　運転資金 152百万円 2025年７月～2026年12月

 計768百万円  

ｃ．ロボット事業　　　　　　　　　運転資金 330百万円 2025年４月～2027年12月

ｄ．ロボット事業　　　　　　　　　研究開発資金 356百万円 2025年９月～2026年12月

 計686百万円  

（新規事業）   

ｅ．ＥＣ（電子商取引）事業　　　　運転資金 100百万円 2025年７月～2027年12月

ｆ．AI高速カメラ事業　　　　　　　設備＆運転資金 98百万円 2025年７月～2027年12月

ｇ．電子調光事業　　　　　　　　　設備＆運転資金 99百万円 2025年７月～2027年12月

ｈ．太陽光パネルリサイクル事業　　合弁会社設立 100百万円 2025年７月～2026年12月

 計397百万円  

ｉ．ペロブスカイト太陽電池事業　　設備投資 252百万円 2027年１月～2027年12月

合計 2,104百万円  
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〈変更後〉
＜第５回～第７回新株予約権証券の発行並びに行使により調達する資金の具体的な使途＞

具体的な資金使途 金額 支出予定時期

ａ．ペロブスカイト太陽電池事業　　設備投資 615百万円 2025年４月～2027年12月

ｂ．ペロブスカイト太陽電池事業　　運転資金 152百万円 2025年７月～2026年12月

 計768百万円  

ｃ．ロボット事業　　　　　　　　　研究開発資金 161百万円 2025年９月～2026年12月

（新規事業）   

ｄ．ＥＣ（電子商取引）事業　　　　運転資金 100百万円 2025年７月～2027年12月

ｅ．AI高速カメラ事業　　　　　　　設備＆運転資金 98百万円 2025年７月～2027年12月

ｆ．電子調光事業　　　　　　　　　設備＆運転資金 99百万円 2025年７月～2027年12月

ｇ．太陽光パネルリサイクル事業　　合弁会社設立 100百万円 2025年７月～2026年12月

 計397百万円  

ｈ．ペロブスカイト太陽電池事業　　設備投資 252百万円 2027年１月～2027年12月

合計 1,579百万円  

 
　(注７)　2026年７月１日から2026年７月31日までの間に、新株式の発行及び新株予約権の行使により、発行済株式総数
が3,477,800株、資本金及び資本準備金がそれぞれ205,090千円増加しております。
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（５）【大株主の状況】

  2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

ニューセンチュリー有限責任事業組

合
東京都品川区大井１丁目２３番１号 7,740 15.13

王　馳 東京都品川区 4,892 9.56

那須マテリアル株式会社 栃木県大田原市北金丸2122 3,999 7.82

渡邉　敏行 神奈川県横浜市旭区 1,574 3.08

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 580 1.13

スマート永輝有限責任事業組合 東京都品川区大井１丁目23－１ 522 1.02

李　克 東京都千代田区 422 0.83

ＢＮＹＭ　ＡＳ　ＡＧＴ／ＣＬＴ

Ｓ　ＮＯＮ　ＴＲＥＡＴＹ　ＪＡＳ

ＤＥＣ

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

２４０　ＧＲＥＥＮＷＩＣＨ　ＳＴＲＥＥ

Ｔ，　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ，　ＮＥＷ　ＹＯＲ

Ｋ　１０２８６　Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号）

372 0.73

ＦＵＴＵ　ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ　

ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ　（Ｈ

ＯＮＧ　ＫＯＮＧ）　ＬＩＭＩＴＥ

Ｄ

（常任代理人　ｍｏｏｍｏｏ証券株

式会社）

ＵＮＩＴ　Ｃ１－２，　１３／Ｆ．，　ＵＮ

ＩＴＥＤ　ＣＥＮＴＲＥ，　ＮＯ．９５　Ｑ

ＵＥＥＮＳＷＡＹ，　ＡＤＭＩＲＡＬＴＹ　

ＨＯＮＧ　ＫＯＮＧ

（東京都渋谷区渋谷１丁目２番５号）

322 0.63

ＣＬＥＡＲＳＴＲＥＡＭ　ＢＡＮＫ

ＩＮＧ　Ｓ．Ａ．

（常任代理人　香港上海銀行）

４２，ＡＶＥＮＵＥ　ＪＦ　ＫＥＮＮＥＤ

Ｙ，Ｌ－１８５５　ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

300 0.59

計 － 20,727 40.51

(注)１．ニューセンチュリー有限責任事業組合の持ち株数は、上記のほかEquity First Holdings LLCに対して担保契

約に基づき保有株式6,850,000株を担保として差し入れております。

２．王馳氏の持ち株数は、上記のほかEquity First Holdings LLCに対して担保契約に基づき保有株式1,511,000株

を担保として差し入れております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）  － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 51,137,900 511,379 －

単元未満株式 普通株式 26,375 － －

発行済株式総数  51,164,275 － －

総株主の議決権  － 511,379 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が800株

（議決権の数８個）含まれております。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有株

式数（株）

他人名義所有株

式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合

（％）

株式会社倉元製作所
宮城県栗原市若柳

武鎗字花水前1-1
－ － － －

計 ― － － － －

 （注）　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株（議決権

の数１個）あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれておりま

す。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人アリアによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 97,124 218,623

受取手形及び売掛金 151,779 121,631

商品及び製品 61,603 100,276

仕掛品 49,733 15,955

原材料及び貯蔵品 90,381 74,443

短期貸付金 30,000 5,000

その他 64,137 135,841

流動資産合計 544,759 671,773

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 228,869 218,809

機械装置及び運搬具（純額） 44,137 123,863

土地 534,630 534,630

建設仮勘定 71,068 132,300

その他（純額） 286,314 121,008

有形固定資産合計 1,165,019 1,130,612

無形固定資産 88,726 79,010

投資その他の資産 ※ 21,667 ※ 13,689

固定資産合計 1,275,414 1,223,312

資産合計 1,820,173 1,895,085

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 52,732 44,996

短期借入金 253,000 215,000

１年内返済予定の長期借入金 173,550 61,296

未払金 75,807 85,687

未払法人税等 38,222 2,042

災害損失引当金 710 710

その他 134,835 171,510

流動負債合計 728,858 581,243

固定負債   

長期借入金 233,298 197,542

退職給付に係る負債 2,468 2,662

訴訟損失引当金 71,009 71,009

その他 47,808 38,439

固定負債合計 354,583 309,653

負債合計 1,083,442 890,896

純資産の部   

株主資本   

資本金 134,652 409,578

資本剰余金 3,629,524 858,007

利益剰余金 △3,049,593 △290,822

自己株式 △4 △4

株主資本合計 714,578 976,758

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,205 －

その他の包括利益累計額合計 1,205 －

新株予約権 20,946 27,431

純資産合計 736,730 1,004,189

負債純資産合計 1,820,173 1,895,085
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

売上高 1,080,884 645,661

売上原価 823,660 459,865

売上総利益 257,224 185,795

販売費及び一般管理費 ※ 499,618 ※ 409,814

営業損失（△） △242,393 △224,018

営業外収益   

受取利息 298 171

その他 9,328 2,825

営業外収益合計 9,627 2,997

営業外費用   

支払利息 6,515 23,944

支払手数料 8,632 6,449

遊休固定資産費用 21,385 17,768

その他 6,504 6,122

営業外費用合計 43,037 54,284

経常損失（△） △275,804 △275,305

特別利益   

投資有価証券売却益 － 2,292

特別利益合計 － 2,292

税金等調整前中間純損失（△） △275,804 △273,012

法人税、住民税及び事業税 5,488 8,567

法人税等調整額 △5,098 5,846

法人税等合計 390 14,414

中間純損失（△） △276,194 △287,427

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △276,194 △287,427

 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

中間純損失（△） △276,194 △287,427

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 75 △1,205

その他の包括利益合計 75 △1,205

中間包括利益 △276,119 △288,632

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 △276,119 △288,632
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △275,804 △273,012

減価償却費 24,145 118,297

のれん償却額 198,768 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 3,605 △6,192

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △152 194

受取利息及び受取配当金 △298 △171

支払利息 6,515 24,004

為替差損益（△は益） △0 △0

投資有価証券売却損益（△は益） － △2,292

売上債権の増減額（△は増加） 329,086 30,147

棚卸資産の増減額（△は増加） △198,202 11,042

その他の資産の増減額（△は増加） △22,089 △74,323

仕入債務の増減額（△は減少） 200,217 △7,735

その他の負債の増減額（△は減少） △21,051 536

その他 4,520 －

小計 249,260 △179,505

利息及び配当金の受取額 298 171

利息の支払額 △5,727 △24,941

和解金の支払額 △600 △600

法人税等の支払額 △15,534 △18,414

法人税等の還付額 7 2,391

営業活動によるキャッシュ・フロー 227,704 △220,897

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △435,206 △97,228

無形固定資産の取得による支出 △52,312 －

投資有価証券の売却による収入 － 2,744

貸付けによる支出 － △20,000

貸付金の回収による収入 － 45,000

その他 △47 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △487,566 △69,483

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 278,559 249,228

短期借入金の返済による支出 △431,913 △97,236

長期借入金の返済による支出 △10,488 △148,010

リース債務の返済による支出 △5,538 △5,806

割賦債務の返済による支出 － △391

株式の発行による収入 － 357,593

新株予約権の発行による収入 14,124 8,751

投資枠組み協定に基づく前受金の受領による収入 － 47,754

財務活動によるキャッシュ・フロー △155,255 411,881

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △415,117 121,499

現金及び現金同等物の期首残高 639,931 97,124

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 224,813 ※ 218,623
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　当社グループでは、前連結会計年度において、営業損失1,424百万円、経常損失1,475百万円、親会社株主に帰属す

る当期純損失3,080百万円を計上致しました。当中間連結会計期間においては、営業損失224百万円、経常損失275百

万円、親会社株主に帰属する中間純損失287百万円を計上致しました。また、再生フェーズから再成長フェーズへの

転換に向けた資金調達等の課題に目途が付くまで引き続き事業再生計画の実施途上にあります。これらの状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

　当社グループは当該状況を解消し、収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策を実施しております。

１．財務基盤の改善

　当社グループは、新規事業の立ち上げに伴い、再生フェーズから再成長フェーズへの転換に向けた新たな資金需

要が発生しており、新たな資金調達の検討、財務基盤の改善を進めております。2026年３月13日開催及び2026年６

月15日開催の当社取締役会にて決議いたしました第三者割当による新株式を発行し、2026年４月１日に200百万

円、2026年７月１日に400百万円の払込みを受けました。当社グループは、これらの対応により、財務基盤の更な

る改善に取り組んでまいります。

２．事業上の改善

(1) 売上高の改善

　営業力の強化、新規顧客獲得、技術力の強化、経営資源活用による新規事業の構築等を実施してまいります。

(2) 収益力の改善

　既存技術のブラッシュアップ・経営資源活用による新規案件（切断、研磨技術を活用した精密加工事業の新規

市場への参入他）の収益化、原価低減・電力費削減などの全社コスト削減を実施してまいります。

(3) 企業力の向上

　PDCAサイクルの確立、人事システムの運用見直しによる従業員のモチベーションとパフォーマンス向上、計画

のモニタリング・プロジェクト管理の強化等を実施してまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　なお、当社グループの中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を中間連結財務諸表には反映しておりません。

 

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。
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（追加情報）

　該当事項はありません。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

投資その他の資産 △21,833千円 △21,833千円

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
　　至 2025年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
　　至 2026年６月30日）

役員報酬 24,610千円 24,609千円

給料 45,807 68,350

運搬費 19,131 25,832

支払手数料 74,711 103,598

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
（自 2025年１月１日
至 2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年１月１日
至 2026年６月30日）

現金及び預金勘定 224,813千円 218,623千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 224,813 218,623

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年１月１日　至　2025年６月30日）

１．配当金支払額
該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当中間連結会計期間において、新株予約権の行使により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ40,989千円増加

しました。

　その結果、当中間連結会計期間末において資本金が134,652千円、資本剰余金が3,629,524千円となっており

ます。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当金支払額
該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　当中間連結会計期間において、2026年３月26日開催の定時株主総会の決議に基づき、会社法第452条の規定

により、その他資本剰余金3,046,443千円を繰越利益剰余金へ振り替え、欠損填補を行いました。また、2026

年４月１日付で、ニューセンチュリー有限責任事業組合等から第三者割当増資の払込みを受け、更に、新株予

約権の行使により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ274,925千円増加しました。

　その結果、当中間連結会計期間末において資本金が409,578千円、資本剰余金が858,007千円、利益剰余金が

△290,822千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自2025年１月１日 至2025年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 計
その他
（注１）

調整項目
（注２）

中間連結
損益計算書
計上額
（注３）

 基板事業
半導体加工
事業

不動産賃貸
事業

業務用支援
ロボット
事業

計

売上高         

顧客との契約か

ら生じる収益
318,021 173,240 44,393 526,332 1,061,987 25,012 △6,115 1,080,884

外部顧客への売

上高
318,021 173,240 44,393 520,216 1,055,871 25,012 － 1,080,884

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － 6,115 6,115 － △6,115 －

計 318,021 173,240 44,393 526,332 1,061,987 25,012 △6,115 1,080,884

セグメント利益又

は損失（△）
43,203 △6,359 33,856 △183,347 △112,645 6,218 △135,966 △242,393

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、派遣事業等を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整額△135,966千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自2026年１月１日 至2026年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

       （単位：千円）

 計
その他
（注１）

調整項目
（注２）

中間連結
損益計算書
計上額
（注３）

 基板事業
半導体加工
事業

不動産賃貸
事業

業務用支援
ロボット
事業

計

売上高         

顧客との契約か

ら生じる収益
360,240 47,943 55,169 146,265 609,619 37,567 △1,526 645,661

外部顧客への売

上高
360,240 47,943 55,169 144,739 608,093 37,567 － 645,661

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

－ － － 1,526 1,526 － △1,526 －

計 360,240 47,943 55,169 146,265 609,619 37,567 △1,526 645,661

セグメント利益又

は損失（△）
47,690 △7,137 45,150 △206,491 △120,786 8,658 △111,890 △224,018

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、派遣事業等を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失の調整額△111,890千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であ

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純損益金額（△は損失）及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年１月１日
至　2025年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

１株当たり中間純損益金額（△は損失） △5円76銭 △5円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損益金額（△は損

失）（千円）
△276,194 △287,427

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純損

益金額（△は損失）（千円）
△276,194 △287,427

普通株式の期中平均株式数（株） 47,961,042 49,539,025

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益の算定に含めなかった潜在

株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

2026年３月13日開催の取締役会

決議による第９回新株予約権

新株予約権の数　32,777個

（普通株式　　3,277,700株）

（注）　潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間純損失金額の

ため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

第三者割当による新株の発行

　2026年６月15日開催の当社取締役会にて決議いたしました第三者割当による新株式（以下、「本新株式」とい

う。）の発行に関し、2026年７月１日に払込みが完了いたしました。

本新株式発行の概要

① 払込期日 2026年７月１日（水）

② 発行新株式数 普通株式3,418,900株

③ 発行価額 １株につき117円

④ 発行価額の総額 400,011,300円

⑤ 増加する資本金の額 200,005,650円

⑥
増加する資本準備金

の額
200,005,650円

⑦ 割当方法

第三者割当の方法により、下表のとおり割り当てます。

割当先の名称 本新株式

XL PIPE I LPF 3,418,900株
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月７日

株式会社倉元製作所

取締役会　御中
 

監査法人アリア

　東京都港区

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 茂木　秀俊

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 山中　康之

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社倉元製

作所の2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月30日

まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間包括利益計算書、中間連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社倉元製作所及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

継続企業の前提に関する重要な不確実性

　「注記事項（継続企業の前提に関する事項）」に記載のとおり、会社グループは、前連結会計年度において、重要な営

業損失、経常損失、親会社株主に帰属する当期純損失を計上した。また、当中間連結会計期間も同様の状況が継続してお

り、経営再建に取り組んでいるが、再生フェーズから再成長フェーズへの転換に向けた資金調達等の課題に目途が付いて

いない。当該状況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に対する対応策及び重要な不確実性が認め

られる理由については当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このよう

な重要な不確実性の影響は中間連結財務諸表に反映されていない。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付け

る。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中

レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成

及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

・中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の

結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以　上

 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。
　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれておりません。
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